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石油用の洋上プラットフォームや海上空港のような浮遊式海洋構造物を作る場合,位置保持が

主要な課題の一つとなる.近年のこの分野の研究動向を,二次波力,係留系の非線形復原カ,

減衰カと付加質量,最大極大値の予測にわけて解説する.特にラディエーション･ディフラク

ション流体カの漸近解の重要性と,長周期減衰カと付加質量の複雑さ,それと確率密度の非正

現性を強調する.

浮遊式海洋構造物たとえば石油掘削,生産用のプラッ

トフォーム等の運動推定は近年その精度を上げている.

係留浮体の挙動は通常の船舶と異なり各種の非線形性を

含んでいる.まず良く知られている様に波浪外力として

線形波力のほかに,要素波の角周波数の差の周波数の二

次波力が前後揺,左右揺,船首揺の同調による大振幅運

動(長周期運動)を引き起こす.水練面積の小さな浮体

の場合は上下揺,横揺,縦揺の同調を引き起こすことも

ある.要素波の角周波数の和の周波数は緊張係留浮体の

上下揺,横揺,縦揺の同調を引き起こす.次の非線形性

として係留系による復原力があげられる.これは浮体の

自助振動の原因となったり,分岐解を持つ運動やカオス

運動を引き起こす.また,この非線形性は係留系の設計

に重要な最大極大値に大きな影響を持つ.三番目の非線

形性は運動方程式の係数,すなわち付加質量と減衰力に

関するものである.通常の船舶の場合は運動の周波数と,

流線形であることから造波による項が主要となり,横揺

減衰力を除きこれらの流体力は運動周波数には依るもの

の,線形となる.しかし係留浮体の場合,粘性流体力と

二次波力による力が主要となる.四番削ここれらの非線

形により係留浮体の運動が正規分布から大きくずれ,最

大極大値の予測が困難になる.

1.二　次　波　力

まず第-の問題,二次波力の計算は近年盛んに行われ

ている. Eatock Taylorら1)はMolin2)の扱った直立円

柱の問題を再び扱い,二次ポテンシャルを陽に求める事

なくグリーンの定理により水面上の積分に置き換える方

法を論じ,その効率よい求積法を示している.さらに

Eatock Taylorら3)は二次の液圧分布を,そしてWu4)は

水平没水円柱の二次反射波と二次透過波も二次ポテン
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シャルを計算する事なく得られることを示している.桧

井5)は任意形状に適用できるハイブリッド有限要素法を

示し,セミサブの長周期漂流力の場合,前後揺や左右揺

よりも横轟で二次ポテンシャルが重要となる事を示して

いる.松井ら6)は計算のみならず緊張係留垂直円柱の規

則液中の応答を計測し理論を検証するとともに,二次ポ

テンシャルの寄与が大きい事を示している.また増田

ら7)はコーン型浮体について計算と実験を行い,二次波

力は舷側傾斜影響が大変大きい事を示している.

海洋構造物の場合,波とともに流れ又は前進速度が共

存する場合も大変重要となる.さきに述べた二次波力に

よる減衰力は前進速度による波漂流力の変化に起因する

ため,この減衰力(波漂流減衰力と呼ばれている.)は

微小前進速度での波浪中抵抗増加(すなわち披漂流力)

の速度に対する傾きより得られる. Zhaoら8),相木ら9)

は物体近傍と遠方領域に分割し,前者にはランキンソー

スを,後者には-横流れ場のグリーン関数を分布させる

ハイブリッド型の解法を提案している. HuijsmanslO),

肥後ら11)はソース強さおよびグリーン関数を,流れが

遅いとして摂動展開し,この抵抗増加を求めた.松井

ら12)は速度ポテンシャルを摂動展開することにより流

れが不在の場合のグリーン関数のみを用いて垂直円柱に

ついて一次,二次流体力を求めている.特に二次の流体

力は側壁影響を強く受けるので,実験を行う際に注意を

要する13).

多方向波の場合も長波頂波と全く同様に波体力を求め

る事ができるが,二次波力の計算量が通常二桁増えるの

で計算例は極めて少ない. Nwoguら4)は256周波数, 32

方向の二次応答関数を二次ポテンシャルを含めて計算し,

実験も行い比較し,彼らの用いたバージの場合, cos2β

の方向分布の時,前後方向の平均変位で50%,標準偏差

で30%,長波頂波に比べて減少したと報告している.
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バージやセミサブの場合,二次ポテンシャルは長周期動

揺にあまり寄与しないので,それを除いて趨ら15)は計

算している. Kimら16)はさらに簡略化し狭帯式のスペ

クトルを仮定して二次応答関数の非対角成分を対角成分

で代用し,主波進行方向が二つの場合(bi-modal wave)

の計算を行い,二つの主方向が反対の場合に,同じ場合

の数倍もの長周期漂流力が生じる事があるという驚くべ

き結果を示している.

二次波力の計算では一次の流体力が正確に求められて

いる必要がある.垂直円柱や球のような簡単な形状の場

合は計算精度や実験値との比較が十分になされているが,

セミサブやTLPのようなより複雑な形状の場合は計算

精度に問題があるとされている17),18).この様な観点か

らより精度の高い効率の良い計算法が待たれる.従来の

特異点分布法は特異点強さをパネル上で一定と仮定して

いるためパネル間で強さに不連続を生じているし,四角

形のパネルの場合は曲面をうまく覆いきれない.特異点

強さがパネル上で変化することを取り入れるためにはパ

ネル内でグリーン関数と形状関数の積を積分する必要が

ある. Liuら19)はその積分を極座標を利用して特異性を

取り除き9節の二次要素を用いると従来の方法をより大

幅に効率よく精度の高い計算ができることを示している.
一万,枚井ら20)は物体近傍ではグリーン関数として最

も簡単なランキンソースを用い,遠方領域では固有関数

展開を利用するハイブリッド法を提案し,二次のアイソ

パラメトリック要素を用いた場合に大変効果的である事

を示している.

この棟に精度良い計算法が開発されてきているが有限

個のパネルで複雑な形状を表現する場合,短波長で必ず

限界が生ずる.また十分に短波長あるいは高周波での流

体力が必要となることは多い.すなわち係留系の復原力

の強い非線形性等を取り入れるためには時間領域の計算

をする事になり,その場合は原理的には仝周波数の流体

力が必要になる.そこで高周波の漸近解が必要となる.

任意形状の三次元物体に働くラデイエーション,デイフ

ラクション流体力の漸近解はまだ得られていないが,

Baoら21)の示した造披減衰力についての漸近解はこの

視点から注目に値するので結果を紹介する.すなわち造

波減衰力係数biJは

2P w
bz･}-
UoL Uoj(ka) n

lea/awl(6)-wj(6)dC　( 1 )

ここでLf牙は実数部を意味し, Coは水線, pは水の密度,

叫ま角周波数である･ nはCijが共に垂直モードの時は

4,共に水平モードの時は2,垂直モードと水平モード

の時は3である.
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Uo, 120は振幅, aは代表長さ, j#(I,0,Z)-0は水練

形状を表わし, 1b,初は水練の座標である. (I,3!,Z)

は直角座標であり,丁は物体表面から法線方向に立て

た座標である.ここに表れる甘oは水面の逆鏡像の物体

のまわりのポテンシャルであり,数値的に容易に得られ

る.

2.係留系の非線形復原力

第二の非線形性,すなわち係留系による復原力の非線

形による自励振動について, Jiangら22)は風,波,潮流

下の一点係留システムの時系列シミュレーションの例を

示しており, Virginら23)は非線形力学の一般論の立場

から論じている.しかしこれらはまだ現象の説明にとど

まっており合理的な工学的手法として設計に役立つ段階

ではないように見える.

3.減衰力と付加質量

第三の非線形性,減衰力と付加質量に関しては木

下24)が詳しく解説している.要点は以下のとおりであ

る.減衰力として,船型浮体の前後揺以外では波漂流減

衰力とともに粘性減衰力も大きな寄与をする.その粘性

減衰力は静水中を長周期で運動する時のものでなく,波

粒子の運動や波周期での浮体運動により変化する.変化

の仕方は浮体運動の振幅と周期,入射波の振幅と周期の

組み合せによるため今後の研究に待つところが大きいが,

小寺山ら25),木下ら26),菊ら27)の研究がある.波漂流

減衰力の時間変動の影響も忘れてはならない. Krafft

ら28)は披漂流減衰力の二次応答関数を実験からクロス

バイスペクトル解析で求めている.浮体自身の減衰力に

加えて係留素による減衰力も無視できない事が多いので

注意を要する29-31)

付加質量でも粘性減衰力と同様に渦放出による成分が

考えられる.また波漂流減衰力に対応する波漂流付加質

量もあるかも知れない.すなわち波漂流減衰力は入射波



44巻9号(1992.9)

0.00　　1.00　　2.00　　3.00

W-7-0(rid/S),I{亡-1.047 

LheleasLsquareserrorparabola 

nlark 猪ﾆﾂ蔕FVﾂ�Rt(米lo-4) 蒙�&ｲ�model �&宙��������

0 �6Vﾆ謦ﾗ7V&ﾖW'6�&ﾆR�7.160 ����colum)I 途��c��

く) �6�X�ｨ耳示ﾇF'&�6R�6.927 ���brace 途�#���

ロ �6�Vﾖ貳�W&�ﾆﾆﾂ�6.578 ����loweTltu一一 途�#���

Fig･ 1 Ratio of low frequency added mass in waves to mass of

the semi-submersible model

-wave amplitude dependence一

高に対しては自乗に比例するものの運動速度に対しては

線形の減衰力である.したがって因果律より波高の自乗

に比例する付加質量の存在が予測される.この場合,入

射波は場の条件になっている,実際,波浪中の長周期強

制動揺試験より,あるセミサブでは入射波高とともに大

幅に付加質量が増大する事がわかっている32).その一

例をFig.1に示す.縦軸は強制動揺試験により得られ

た前後揺の付加質量をセミサブの質量で無次元化した量

であり,横軸は波振幅と横型長の比である.このセミサ

ブは高木ら17)の扱ったものと同じものである.

4.最大極大値の予測

最大極大値の予測は係留系の設計上きわめて重要とな

るが,以上の非線形性のすべてを取り入れることは大変

難しい.最も汎用性があり厳密な扱い方は,白色雑音に

より加振された応答としてとらえ,マルコル過程論を利

用　し,推移確率密度に対する　FokkeトPlanck_

Kolmogorov方程式を解くことである.しかしこの多変

数の非線形連立確率微分方程式の解は数多く知られてい

る訳でなく,数値的に解くことになる.まだ実際的な計

算例はないが今後精力的に研究されるべき分野であろ

う33).

第-の非線形,二次波力による長周期運動の確率密度

については復原力,付加質量,減衰力による運動系が線

形と仮定した場合は,一次と二次の複合した応答につい

てr分布近似法により精度よく求められる34).すなわ

ち応答が

X(i)-/gl(T) E (i-T)dT
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+/g2(Tl, T2) E (i-Tl) E (i-T2)dTldT2

と書ける時, X(i)の確率密度は

f(el, 02; yl, y2)I?(zh
リ】　　　　LJ2
--1 --1

-81+82)2　Z2　e-azdz･

expト
tr-81+ 82

pI(∫) -

2β1 ), 3281-82

f(el, 62;リ1, y2)/?(2-I

L12　　　　Z/ I

--1 --1

+81-82)2　22　e~agdz･

I-81+82
eXp

where

f(el, 02;ソ1, y2)-

β′-

2β2

(3)

(4)

r< 81-82

⊥     y2             I

(261) 2 (202)TT(号)ll(号)

a-志+忘(5,

4∑ 131+3∑ llC?I

4∑ 121+2∑LRl

8,巾､ (2∑人21+∑C?I)2

∑右
2　~′tz　4∑131+3∑ス′r?I

y,　2(2∑人21+∑C?I)3

(6)

2　(4∑ス31+3∑AlE?I)2

ここでl/は以下の積分方程式の固有値でありczは固有

関数から得られる.なお01, 81, ylは正の固有値に関

しての和であり, e2, 82,リ2は負の固有値に関しての

和である.

/:∞ >-sE (-.)SE (W2)G2(W., -W2)や,(W2)dw2

- 1ノ甘,(wl)　(7)

C,-I:∞ Gl (a)∨訂扇面kJ(W)dw

Gl(W)-/T gl(I)e-'WrdT

where

Gz(叫, W2)-

/T.IT2g2( T一, T2)e~lWIT1-Zw2T2dTldT2 (9b)
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そしてSE(a)は両サイドで定義された海洋波スペクト

ルである.この近似を用いて高瀬ら36)は長周期運動の

統計値に対する達成運動と二次ポテンシャルの影響を調

べ,セミサブの場合,弛凌係留でも緊張係留でもこれら

の影響は小さいことを示している.

運動系の非線形を取り入れる方法としてDonleyら36)

は確率的等価二次過程化を提案し, TLPについて時系

列計算と比較している.平均値,標準偏差については良

い結果を得ているが,歪度等の高次モーメントについて

は限界がある.高次モーメントに適用できるものとして,

Naess37)は従来の確率的等価線形化が,自乗誤差の最小

化であるのに対し, n乗誤差を最小化する等価線形化を

提案しているが, nの選び方に問題が残る.

5.結　　　　　び

ここ2., 3年の海洋構造物の応答推定の新しい成果の

うち重要と思うものを中心に多少の主観を交えて研究動

向を述べてみた.　　　　　　　(1992年6月30日受理)
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